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　目的　同一対象者を追跡して調査するパネル調査は調査対象者の変動過程や変勁要因の

探究に有用な方法である。しかし、回収不能票により調査対象の特性力瘤向する可能性が

あるため、統計的分析には注意を要する。本研究の目白り4ま、２回目以降の調査において調

査票回収不能となった対象者の特性を明らかにすることである。

　方法｢消費生活に関するパネル調査｣1)の３回分の結果を用い、調査継続者と回収不

能者の属性(年齢、配偶関係、学歴、収入、生活歴等)の比較を行う。対象は調査開始時

点で24～34歳の女性である。回収率は初回≫1％(回答数1500)、２、３回目は94％で欠票数

はそれぞれ85、81である。

　結果年劇職層では低年齢層、配偶関係別では配偶者のいない者(無配偶)、の調査継

続率が低い。無配偶の中で4ま特に単独世帯の継続率が低く、無配偶者のデータ利用時には

注意を要する。最終学歴男!iでは、学歴の高低により継続率に相違があるとはいえない。同

様に、病気、事故等の生活上の出来事の有無も継続率に関係があるとはいえない。意識面

では、生活満足度と継続率の関係をみると、１年包に不満感を抱いていた者は他の者に比

べ２年目の継続率がやや低いが、２年目から3布目にかけてはそのような傾向は認められ

ない。アメリカのパネル調査の１つであるP S ID"の分析によると、人口学的、社会経

済的特性による回答率の相違はほとんどなく、本分析の結果とは必ずしも合致しない。

1)家計経済研究所により1993年より実施､詳細は｢消費生活に関するパ剱偶査(第2年度〉)大蔵省印mm、19石

2)The Panel study of Inco●ePyna重ics
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　目的　兵庫県南部地震は、各地に多大の被害をもたらした。神戸市の建物倒壊被害は棟数

世帯数ともに兵庫県全体の半数以上を占めており、今なお家屋の補修さえできていない家庭

も多く、家計を圧d:Jする要因ともなっている。ここでは、神戸市を中心に震災前後の家計

を分析し、震災が家計に与えた影響を概観する。

　方法被災地の学生を対象にアンケート調査を実施、被災の状況と経?剤り側面からその変

化を見た（短大２校277名、高校２校256名、計533名対象、平成７年７月共同調査）。また、

平成６年１月～平成７年12月の総務庁家計調査から、神戸市を中心に家計分析を試みた。

　結果　①アンケート結果から、地域の被害や自宅損壊の程度の大小にかかわらず、震災後

　「親戚と暮らすようになった」り、「世話が必要な家族や親戚が増えた」家庭が増加した。

家屋が一部損壊家庭で4よ、「収入の減少」に加えて、被災者受け入れで同居者が増加した割

合も高く、家計の支出増をともなった。②神戸市の勤労者世帯で、震災後伸び率力i高い項目

は、実収入では「世帯主の酬出者の収入」「特別収入」「受贈金」、逆に減少したものは「

内職収入」「財産収入」。実収入以外の収入では「土地家屋借入金」「預貯金引出し」のｲ申

びが高い。内職がなくなった4犬?兄が浮かび上がるとともに、震災後の妻の収入の増加に注目

したい。消費支出で、伸び率が前年を下回っだのは「食料」「被服及び履物」「教養娯楽」

大きく上回っだのは「住居」「家具家事用品」。特に３月以降、設備fi戮善維持費の伸びが際

たった。また、多額の債務をかかえての住宅確保の動きもみられる。
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